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また、前述のとおり、平成16年の制度改正後に行われた平成17年度の基礎年金の  

国庫・公経済負担の引上げは、平成16年財政再計算における「将来見通し」に反映さ  

れていないため、そのことによって生じた帝離をあらかじめ除去する方法として、比  

較対象の一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」にこの引上げ分を反  

映し、加工したものを平成17年度の実績と比較している。以下この節と次節において、  

特に断らない場合、「将来見通し」はこの国庫・公経済負担の引上げの反映後のものを  

指すものとする。加工の方法の詳細については章末の補遺1を参照のこと。  

（1）平成17年度の実質的な運用利回り   

実質的な運用利回りの動向は、図表3－4－1のとおりである。平成17年度の実質的な  

運用利回りは、各制度において財政計画上のものを上回った。厚生年金では実績7．00％  

で将来見通し0．50％を6．95ポイント、国共済は実績2．09％［時価ベース：5．01％］で  

将来見通し0．30％を1．79ポイント［同：4．71ポイント］、地共済は実績3．26％［時価  

ベース：8．66％］で将来見通し0．30％を2．96ポイント［同：8．36ポイント］、私学共済  

は実績4．25％［時価ベース：5．88％］で将来見通し0．30％を3．95ポイント［同：5．58  

ポイント］それぞれ上回った。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－4－1宰，【］運用利回り、実質的な運用利回り  

実績と平成16 年財政再計算における見通し  

区分  年度   厚二生年金l   国共済   地共済   l   私学共済  
平成  （1イ｝ （ √1イ， 〔H， 一見  一穴J  

実績   
名目運用利回り   

15   ［4．91］2．68［3．84］1．81［4．83］2．00［2．61］   
16   ［2．73］  2．35 ［2．65］ 1．98 ［3．23］ 1．79  ［3．35］  
17  ［6．82］  2．43 ［5．36］ 3．59 ［9．01］ 4．16 ［5．78］  

名目賃金上杵率   
15  △ 0．27  △1．55  △ 0．88  0．24   

16   Jゝ 0．20  0．52  △ 0．56  △ 0∴43  

17  △ 0．17  0．33  0．32  △ 0．09  

実質的な運用］利【〔ラ］り   

15  ［5．19］  4．30 ［5．47］ 2．71 ［5．76］ 1．76  ［2．36］   
16   ［2．94］ 1．82 ［2．12］ 2．55 ［3．81］ 2．23  ［3．80］   
17   ［7．00］  2．09 ［5．01］ 3．26 ［8．66］ 4．25 ［5．88］   

平成16年財」攻再計算上の前程  

（財政計画上のもの）   

名目運用利回り   
15   1．99   

16   1．69  1．50  

17  1．81  1．60  1．60  1．60  

名目賃金1二昇率   

15  0．00   

16   0．60  0．60  

17  1．30  1．30  1．30  1．30  

′実質的な運用利回り   
15  1．99   

16   1．08  0．89   

17   0．50  0．30  0．30  0．30   

往1 孝，【］賃金上昇率は、年齢構成の変動による影響を除いたL昇率である。平成16、17年度の厚生年金以外は、  

賞与を含まない。  

注2 実質的な運用利回りとは、  

（1十名目運用利回り）／（1ト名目賃金上二昇率）1  

は3」」内の数値は、時価ベースのものである。  

托4 厚生年金の財政計画上の平成17年の名目運用利回りは、自主運川分の利「司りの前提（1．6％）に財投預託分  

の運用利回りを勘案して設定した数値である。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（2）平成17年度末の積立金   

最初に平成17年度末の積立金の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－4－2のとおりで、各制度いずれも簿価ベースでも時価ベースでも実績が将来見通し  

を上回っており、承離の割合は、簿価ベースでは国共済が1％未満、地共済と私学共  

済が2％台であるが、時価ベースでは、厚生年金を含め各制度とも 5～10％程度とな  

っている。  

図表3－4－2 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの蔀離状況  

江1：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

往2：厚生年金の積立金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた財政再計算ベースのもの（第3  

節で「実績推計」としていたもの）である。  

注3：平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に  

ついては、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3＋11／1000）相当額として見込まれているが、  

その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度末積立金の  

将来見通しは、実績との対比のため引上げ分の加工を行った数値であり、年金数理部会にて推計した。  

（3）帝離の発生要因別分解方法   

平成17年度末の積立金実績が平成16年財政再計算における将来見通しと帝離した  

要因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○平成16年度末の積立金が将来見通しと異なっていたこと注2  

0平成17年度の「運用収入以外の収支残」注3が将来見通しと異なったこと  

○平成17年度の名目運用利回りが将来見通しと異なったこと  

注1 各要因が平成17年度末の積立金の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺2参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺2で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。  

注2 各制度の将来見通しは、平成17年度以降に関し作成されているので、平成16年度以前の帝  

離の寄与の内訳までは遡らなかった。  

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

なお、今回の積立金の釆離分析は、平成16年財政再計算に基づく、ド成17年度末にお  

ける範離に関するものであり、平成11年財政再計算に基づく前年までの報告（平成i6年  

度末までの積立金の席離分析）とは前提が異なることに注意が必要である。特に、本年報  

告の平成16年度末積立金の将来見通しは、n成16年財政再計算による新しい将来見通し  

であり、平成11年財政再計算に基づく前年報告とは異なる。  

（4）帝離分析の結果  

（帝離の大部分は、名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生）   

図表3【4－3は、後述する詳細な帝離分析の結果のうち、積立金の範離の主な要因と  

して、、仁成1‘7年度の名「1運用利回りと、それ以外の要因にまとめたものである。平成  

17年度末の積立金実績が、持戒16年財政再計算における将来見通しを目口】った蔀離の  

大部分は、牽．【1運川利回りが将来見通しと異なったことにより発生したものであるこ  

とがわかる。  

図表3－4－3 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計貸における  

将来見通しとの乗離に対する主な要因の寄与分  

将来見嫡し／とノ〕乗離レ）軽生要閃   l草生年金   国共済＋地♯済  国共済   拙技済   私  と共済   

17年席末稽立金〔′）相乗見通∵ヒ  －  －  －  －  ・ l  ・  ・  － ■   

10．：］  J）乗離  

名目運用利回り  L7．2］  JO，97ヰ1  1．058   L3，2U巳］  丁，49b  Lご7．77ココ  845   ＝，330］   

名目連用利回り以外  しこi．0」  1，7日8 【10．5：う11   ∠二 b85  「1∴臼巳］  ∴15二i 〔9，2－19j  62  「1，1ごb  

名目貸金上昇率以外し′）経済   ’二、0．こi  ′＼、ゝ177  L△i73 ∠ごゝ9b   し∠＼リコj  
要素（再掲）  

∴ 二j8ご  しユ 3射1   ‘二 5日   ＼ゝ こ＝  

人口要素等（再掲）   L∠二10．b  ／′二、ゝ 53ご ［∴115」  ∧．4b5  し二、＼10b」  へ＼．67    へ、9」  ∠ユ 3  

も目運用   回り   71」  s3  し′D  2Sこi  L75」  リ3  「54］   

名目運用利回り以外  ごリ1  17  ［25j   八 川3  5  L巳5」  
Lコリ  ／  「46］  

名目貸金L幹事以外〃）経済  ：il  ▲ 5  △ ユ】  ∠人†ゝ コb  

要素（再掲）  
L」Å」ノ  ムI  LJ二ゝ1  ∠ユ tう  L′ノ＼ゝ コ1  

／、口要素等（再掲）  ＼b」  ム 5  △ Ul  △1コ1  し△ご1  ム1   ［△ 0  △ 0  「1」   

は：1内の数値は、時価ベースのものであるし「  

（「運用収入以外の収支残」の寄与がマイナスであることには留意が必要）   

「運用収入以外の収支残」が将来見通しと異なったことの寄与一は、各制度ともマイ  

ナス 仁科或1’7年度末積立金を減らす方向に作用）となっていることには留意する必要  

がある。この要因としては、制度によっては、被保険者数が将来見通しよりも少ない  

といった人「l要素も考えられる。人口要素については、将来見通しと乗離した場合、  

ただちに将来見通しの水準にまで復帰するとは考えにくく、この蔀離は今後も続くこ  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

とが予想される。この部分のマイナスは今後も続くことになり、財政にマイナスの影  

響を与え続けることになるからである。  

図表3－4－4 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しと〝）帝離の発生層堰  厚生年金l  国共済＋地共済  l  国共済  l  地共済  】  私学共済   
17年席末積立金の将来見通しと♂）乗離  兆円  す曾円  †疇円  惟円  †轡円  憺円  憺円  億円  憎円   

（再掲 実績掃来見通し）  「10．21  10．323  「41．5051  374   「4．4841  9．949  「37．0211  907  「2．4561   

16年席末楕立金  「3．81  2．686  「11、0311  △146  「1．463‘1  2．831   「9．5691  120  「l．1541   

17年厚  （発生要田び）寄与分計）  ［6．4］  7．637  ［30．474］  519   「3．022】   7．118  ［27、452］  7日7   ［1．303］  

名目運用利回り   【7．21   8，555  ［30，974」  1．058   ［：i，202］   7．496  ［27，772］  845   ［1．330］  

運用収入以外♂）収支殆   「△0．91  △918  「△ 5011  △ 539  「△1日01  △ 379  「△ 3201  ∠亡 58  「△：拍1   

17年贋大領立金〃）将来見通しと〟）燕離を100  
とした構成比  

「1001  100  「1001  100  「1001  100  rlUUl  lOU  rlOOl   

16年席末確立金  
「371  26  「271  △ 39  「33】  28  「261  13  「471   

17年摩  （発生要医け）寄与分計）  ［63］  74  ［73］  13リ  L67〕  72  ［74］  87  ［53］  

名目運用利回り   
「71］  臼3  ［75］  283  ［71］  75  ［75］  93  「54j  

運用収入以外の収支稚   「△81  △ 9  「△11  △144  「△41  △ 4  「△11  上⊥（i  r△11   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

（実質的な運用利回りが将来見通しと異なることによる寄与はプラス）   

「名目運用利回りが将来見通しと異なること」の寄与分をさらに、   

○実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

○被用者年金全体の名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分（実質的  

な運用利回りは将来見通しどおり）  

に分けた。また、「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なること」の寄与分につい  

ても、   

○孝，目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分   

○名目賃金上昇率以外の経済要素注1が将来見通しと異なったことの寄与分   

○人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与分  

に分けた注2。  

注11）保険料収入に影響する当該制度の1人当たり名目賃金上昇率と、再評価率表の改定幅（年金   

額の賃金スライド）を規定する全被用者年金でみた1人当たり名目賃金上昇率の差、2）全被用者年   

金でみた1人当たり名目賃金上昇率と毎年の年金改定率（物価スライド率等）の差の2つからなる。   

なお、運用収入以外の収支残に実質的な運用利回りは影響しない。  

注2 計算方法の詳細は章末の補遺2参照のこと。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表：う45 「、n戒」7隼度未積立金の美績と  

、1（成16牛財政再計算における将来見通しとの釆離状況」  
における分析の流れ  

；…l∴‥■1二十．．．∴∴   
結果は次の図表ニト1－6のとおりである。、ニの要「天1分解〝）結果によると、  

1） 名【】賃金上汁ヰが平成16 隼財政再計算における将来見通しと異なったことの寄   

fノーは、マイナス（、自戒17隼度末梢、【／二金を減らすノブ「こー］に作用）であったこと  

2）財政比較の卜で意味のある実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄   

与は、プラス（、巨成17牛度末梢、∫／二金を土円すノノIFりに作川）であ／⊃たこと  

3） 名F］連用利回牒が将来見通しと異なったことぴ）ノ寄与がプラスとなっているのは、   

2）のプラスが1）ぴ）rアイナスより人きかったためであること  

1）連用収入以外ゾ）収支残が将来見通しと異なったことによる釆離は各制度ともマイ   

ナスであるが、内．沢をみると、悍乍二勺三金と国共済は人l】要素等の要一大け）ノノが大きく、   

地共済と私学共済は名［‡J賃金上汁二率以外（ハ経済要素C7）要区け）ノノが人きいこと  

などがわかる 

なお、時価ベースでの要［可分解の結果は、［］内に示しているが、′夫矧′】勺な道川利  

［司りが平成16隼財政再計算における将来見通しと異なったことの寄与は、厚隼年金以  

外では簿価ベースでの結果より小さくな／⊃ている 

名＝賃金卜針子ミ以外の経済要素が異なったことによるノ∠子メナがマイナスなのは、牛金勧  

の改定がなかった影響などが考えられる、1  
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図表3－4－6 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの乗離に対する各発生要因の寄与分  

1ミ子来見通しとの水離の登／巨農㈹  lワニ′い半金I l椚l誹十地」lこi斤 l  困往済  他丹済  払ぃ几済   
」い】  †声】J  †ト」  「r」  し＝  r  †】  t】  †」  

⑥17年度末穣立金の将来見通しとの車離  
［10．2］  10．323  ［41，505］  374  ［4．484］  9．949  ［37．021］  90了  ［2，456］   

①16年度末積立金の奉離分  ［3－8］  2，686  ［廿031］   △146  ［1，463］  2．831 ［9．569］  120  ［1．154］   

（17年度に係る発生要因の寄与分計）  ［6．4］  7，637  ［30474］  51g  ［3．022］  7．118  ［27．452］  787  ［1，303］   

②名目運用利回リ  ［7．2］  8，555  ［30974］  1．058  ［3．202］  7．496  ［27．772］  845  ［1．330］  

実質的（亡運J†挿」【「－】り   Lリ．7  1う∴lhl 「：与7，8日′1］  コ∴‡50  【l．拍打   1こi．111  日ミニう∴け浴  1∴与2   l，H〔汀］  

L′、2．51  ′＼1†い）り〔i ：＼、6∴封井1  17                                                          γ－＝賃金上汁や  1、コリ2 「∫′＼1∴用イて＋＋∠ユニ㍉15 ［△5，（う15二    ご上l‘て   ニ177］   

隼  ③運用収入以外の収支残  ［△0．9］   △918  ［△501］   △539  ［△180］   △379  ［△320】  △ 58  ［△28］   

度    名F」賃金上汁や   ［r）一1  〔）2  ［H7］  」1  ［】T］  7（）  「7り〕  i  ［：i  

名F二1賃金1～十手i以外げ）経済要素   り∴う」   ∠＼▲ ′177  【′＼、17こう」  t）fう  【∫亡ゝリ2  、旺ほ  ［∠∴！Hl］  △1H    △ 57］  

人＝要素笥   「∧ り．（う］   △ 5：！2   に＼Ⅰ】51     Ⅲ5  「t′10日  ∠＼ユ（う7  射  う  Lコ7」   

17年度末積立金の将来見通しとの帝離を100とした構成比  

将来見通Lと（ノH匡離山～糾二要因  厚′川二条l 国几二済＋他ハ済 l  国井済  地八済  杵ト巨済   

⑨17年度東棟立金の将来見通しとの帝離  
［100］  100   ［100］  100   ［100］  100   ［100］  100   ［100］   

（弟16年度末積立金の帝離分  ［37］  26  ［27］   △39  ［33］  28  ［26］  13  ［47］   

（17年度に係る発生要因の寄与分計）  ［63］  74  ［73］  139  ［67］  72  ［74］  87  ［53］   

②名目運用利回リ  ［71］  83  ［75］  283  ［71］  75  ［75］  93  ［54］  

′美質的な運川利【叫り   【～）5］  150  「射］  62‡）  「1り0  132  「リ0二  11日  L71］  

ロ                                                                         γ】11債金卜杵ヰ主   ［△ 2】二  △ し；7  ［△171   △ こ5川  ／：ゝ 29  ∠二 56  ［∠ゝ15］   △．「：う   △ Ⅲ］   

隼  ③運用収入以外の収支残  ［△8］  △9  ［△l］  △144  ［△4］  △4  ［△1］  △6  ［△1］   

度    名＝賃金l．片ゃ   ［1二  1  【uI  G  01  1  こ0「  り  ：0二  

名‖堵金上月率以外〝）経済■安東   L△：ミニ  △5  ［△1］   △2（う  ［△2  △】  L△l  ′：ゝ（う  △幻  

人LJ要素つ宗   ∴へ 61  ／′＼5  【∠二 0】  ′㌧12′1  L／′、＼．2  ′へ1 「′：ゝ（〕1  J＼り  し1」   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

（5）「実質」でみた財政状況   

図表3－4－6からもわかるとおり、平成17年度末積立金の実績が平成16年財政再計  

算における将来見通しを上回ったのは、名目運用利回りが将来見通しをヒ回ったため  

である。公的年金では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率にはじて増  

減する往ことから、積立金がこの要因によって予測から蔀離しても、実質賃金上昇率等  

が変わらなければ、長期的には概ね財政的に影響はないと考えられる。   

そこで、平成17年度における蔀離について、財政的にあまり影響がないと考えられ  

る部分である「孝一目賃金上昇率が見通しと帝離したことの寄与分」を除いて、実質ベ  

ースでの乗離状況をみることとする。すなわち、名目賃金L昇率の違いを除いた場合  

の推計値と実績の積立金の範離について、平成17年度における名目賃金上昇率以外の  

3要因でみると、図表3－4－7のようになる。各制度とも、実質的な運用利回りが将来  

見通しを上回ったことの寄与は、概ね大きくプラスとなっている。さらに、それ以外  

の2つの要因の寄与も加えた合計でみると、例えば厚生年金では実質的な運用利回り  

による9．7兆円のプラスが、その他の要因合計のマイナス0．9兆円を上回り、8．7兆  

円のプラスとなるなど、各制度とも財政影響はプラスとなっている。これは、年金財  
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政の観点から見れば、実績の方が将来見通しよりも良い方向に推移していることを意  

味している。  

往 年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響については、章末の補遺5参照のこと、、  

図表3－4－7 平成17年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離に対し、実質的な運用利回りや  
人「1要素等が将来見通しと異なったこと等が寄与した分  

」ヰ采見通しノ ヒし′）乗恥Lハ筆生誓書  年生年庵 l  国＃藩1地車済  l  国共済  l  地共済  l  た†、芋♯藩   
■  ■  一  巴  ・■■  ■  ・  

ア 用年度末積立金の葦離分  【3．8］  2．686 ［11．03り  △川6  【り63］  2ぷl ［9．569］   120   い．154］   

実質的／上溝開削耳り   9．7二 15，4bl り7，8銅］  ご，350  【4，4961 13，111 二33．388   】，322   1，807 

17  U．3 177   qiJ 96  ［∠？〉．9コ」 ご二38ご   ∠＼381   ∧58  へ57」   
年  
曹  ／、コ要素等   ［∠二0．61 ム532 ／へ．115」 ∠：上465 「ごゝ106」  八67  ユリ   △3  しご7j  

イ 上3つの寄与分の計   ［8．7】  t4．ヰ52  ［37．296］  1，丁90  ［4，299］ 12．郁2  ［32，998］  t，2引  ［1．777】   

寄与分ア～イの合計を1【抑とした構成比  ％  ¶ 
ア16年度末で将来貴慮しと1なったこと  ［30］  16  ［23］   △9  ［25］  18  ［22］  9  ［39】   

二幸質的／亡運用利匡丹   i7 90  ［78  143  78］  85  78】  96  ［6ご 

ロ  ∠＼3 △3   「△1  △6   △ご1   △2   
年＝  

∧1」   △4   「△2 

篭  ／、ロ要素等   △5  △3   「△ 0 ∧28   へ」）  △0  0」  △0  1 

イ 上3つの寄与分のI†   ［70］  84  【丁7］   109  ［75］  82  ［78］  91  ［6り   

i′i 内の数値は、時価ベースのものである 
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図表3－48 平成17年度末積立金の実績と   
平成16年財政再計算における将来見通しとの蔀離状況  

【将来見通しを基準（＝100）にして表示】   

図表34－8の見方  
○ 各制度の図の右端の棒グラフ（名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計他）は、左端の棒グラフ（平成16  

年財政再計算における財政見通し）について、名目賃金1二昇率を財政再計算の前提から実績の数値に置き換え  

て凱＝した場合の17咋度末積く／二金の推計値である。   

○ 中央の棒グラフ（実績）とん端の棒グラフ（推計伯）の高さの差分は、平成17年度未積1ナ企についての某紙   

と将来見通しの実質ベースの乗離を示し、図表3－4－7の「寄与一分アとイの合計」に 一致する。  

図表の見方 《例》  

実質ベースの帝離を示す。  
105  

100  【  
の素敵  

95  

90  

85  

80   

将来見通し  実績  
O「実績」と「名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値」の差が、                           実翼づ－ス  

名目賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値   

厚生年金［時価ベース］  

将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

国共済＋地共済［簿価ベース］  国共済＋地共済［時価ベース］  

将来見通し  実績  名目賞金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

国共済［簿価ベース］  国共済［時価ベース］  

将来見通し  実績  名日賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値  

将来見通し  実績  名日賃金上昇率の違い  
を除いた場合の推計値   
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地共済［時価ベース］  地共済［簿価ベース］  

卜
卜
 
 

m■L 
銅  
I 

．  

5
 
 
 
 
 
 
0
 
 
 
 
 
 
「
〕
 
 
 
 
 
 
∩
）
 
 

将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  
を除いた士烏合の推計値  

私学共済［時価ベース］  

1076  

私学共済［簿価ベース 

95 」  

1  
将来見通し  実績  名目賃金上昇率の違い  

を除いた場合の推計値  
将来見通し  実綿  

（：参考）実質ベースの垂離への寄与分  【将来見通しを基準（＝100）にして表示】  

（「平成17隼度末積立金の実績」伸央び）棒グラフ）と「名ト1賃金仁与ヤ率〃）違いを除いた場合の積立金の  

推計伯」（イJ▲端の棒グラフ）〝）■‡‘Jiさ〝）差分（実質ベースの弟離）について、実質的な運用利［口1りや人［‡  

要素等が将来見通しと粍なったこと1引こよる箸：／パ〉）  

臼平成16年度末で将来見通しと異なったこと  

口実質的な運用利回りが異なったこと（平成17年度）  

□名目賃金上昇率以外の経済要素が異なったこと（平成り年度）  

□人口要素等が異なったこと（平成17年度）  

△01△01  

地共済  私学共済  厚生年金  国共済＋地共済  国共済  

注 数値は、時価ベースのものである。（凶衣：ト47の卜段参照）  
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第3章◆平成噸   
5 収支比率及び積立比率の実績と将来見通しとの帝離の分析  

本節では、被用者年金について、平成17年度の収支比率や積立比率の「実績」が「将   

来見通し」と帝離した要因を分析する。  

収支比率は、年金財政の支出のうち保険料収入や運用収入など自前財源で賄うこと   

となる総合費用（「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に   

用いられる。）を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率で、収支状況を表   

し、100％を超えると積立金の取り崩し等、保険料収入や運用収入のほかの財源が必要   

となることを意味する。また、積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得ら   

れる比率で、積立金が総合費用の何年分に相当するかを表し、これが大きいほど積立   

金に余裕があることを示している。  

運用利回り、賃金上昇率、年金改定率の実績が、平成16年財政再計算における将来   

見通しと乗離することにより、積立金、保険料収入、総合費用などの単独の財政項目   

について、実績と将来見通しとの間に帝離が生じてくる（積立金は図表3－2－11、保険   

料収入と総合費用は図表3－3－9）。収支比率と積立比率は、ともに収入項目、支出項目、   

積立金などの各財政項目の動きを総合的に捉える財政指標であるが、複数の項目の組   

合せの結果、分子・分母で帝離がある程度緩和されることもあり、単独項目のように   

帝離が単純に拡大していくものではない。被用者年金各制度の平成17年度の収支比率   

は将来見通しより改善し、積立比率は概ね将来見通しと同水準となっているが、これ   

らについて詳しく分析することとする。  

なお、前述のとおり、蔀離分析を単純にするため、平成16年改正後の制度改正によ   

る基礎年金の国庫・公経済負担の引上げによって生じた帝離をあらかじめ除去する方   

法として、比較対象の一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」に当該   

引上げ分を反映し加工したものを平成17年度の実績と比較している。  
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（1）平成17年度の収支比率   

最初に平成17年度の収支比率の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表  

3－5－1のとおりで、各制度いずれも実績が将来見通しを下【リ1っており、厚生年金で25．1  

ポイント、国共済＋地共済の簿価ベースで14．4ポイント（国共済及び地共済それぞれ  

ではそれぞれ6．7ポイント及び16．6ポイント）、私学共済の簿価ベースで17．6ポイン  

トト［司った。  

図表3－5－1平成17年度収支比率の実績と、ド成16年財政再計算における  

将来見通しとの釆離状況  

85．0  93．0  

［60．3］   ［79．1］  

82．7  74．0   

［55．9］   ［65．5］  

99．3  91．6  

△16．6  △17．6  

［△ 43．4］ ［△ 26．0］  

△16．7  △19．2  

［△ 43．7］ ［△ 28．4］  

平成17年＝倒ほ比率実績  

将来見通L  

［88．9］  

113．9  99．4  99．7  

△14．4  △ 6．7  

［△ 39．2］ ［△ 20．6］  

△14．5  Jゝ 6．8  

［△ 39．4］ ［△20．6］  

［△ 25．1］  

［△ 22．0］  

乗離（実績拍栗鼠通L）  

派離の割合（実績将来鋸車L1）（（㌔．）  

注1： 一内の数値は、時価ベースのものである㌧〕  

往2：厚牡牛金の実絹は、厚生年金基金の最低責任準備金などをカロえた財政再計算ベースのもの（第3節で「実  

績推計」とLていたもの）であるr、  

柱3：平成1（う年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に  

ついては、、科長川牛改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3「11／1000）相当額として見込まれているが、  

その後の制度改11二により当該国庫・公経済負担が引き卜げられていることから、平成17年度収支比率の  

将来見通しは、実績との比較のため当該引上げ分け）加工を行った数値であり、年金数理部会にて推計したし 

（2）収支比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成17年度の収支比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

凶として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する住1。  

○総合費用注ごが将来見通しと異なっていたこと  

○保険料収入が将来見通しと異なったこと  

○連用収入が将来見通しと異なったこと  

柱1各要因が平成17隼度の収支比率の将来見通しとの蔀離に与えた寄与分の計算力法は、章末の  

補遺3参照のことし本節で行う収支比率の各要因の寄与分の計算は、補遺3で示した算式・計算  

順によった場合のものである【 一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くこと  

があることに留意されたい 

注2 「実質的な立川－匡庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算州に使用される 
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（3）収支比率の帝離分析結果   

一収支比率の帝離の主要な要因は、運用収入が将来見通しと異なったこと－   

この計算結果によると（図表3－5－2）、平成17年度の収支比率の実績が16年財政再  

計算における将来見通しを上回った帝離は、主に運用収入が将来見通しと異なったこと  

により発生したものであることがわかる。   

帝離全体と運用収入の乗離の寄与を対比させると、厚生年金で△25．1％に対して△  

27．1％、国共済＋地共済（簿価ベース）で△14．4％に対して△15．0％（国共済で△6．7％  

に対し△8．3％、地共済で△16．6％に対し△16．9％）、私学共済（簿価ベース）で△17．6％  

に対して△18．4％となっている。地共済では総合費用の帝離が収支比率を低くする方  

向に働いているため、国共済＋地共済においても総合費用率が収支比率を低めている  

が、それ以外では、総合費用の範離は収支比率を高くする方向に働いている。  

図表3－5－2 平成17年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの帝離 の発生要  厚生年金   
因  

国共済＋地共済   国共済   地共済   私学共済   

17年度収支比率の将  

来見通しとの乗離   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   

（実績将来見通し）  ［△25．1］ △14．4 ［△39．2］△6．7 ［△206］△166 ［△434］△176 ［△260］   
総合費用   ［2．7］ △0．9 ［△0．6］ 1．8   ［1．5］△1．6 ［△1．1］  0．6   ［0．6］   

保険料収入   ［△0．6］   1．4  ［0．7］△0．3 ［△0．2］ 1．9  ［0．9］  0．1   ［0．1］   

運用収入   ［△27．1］ △15．0・［△39．3］△8．3 ［△21．9］△16．9 ［△43．2］△18．4 ［△26．7］   

17年度収支比率の将  

来見通しとの承離を  
100とした構成比  

総合費用  

保険料収入  
運用収入  

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ‖も ％  

…－…上皿－…－－…遡－－－－一叩－一上迎⊥－－－－－一遇旦－－－－－－－－一辻軋－－－－－ユt…－－…上ユ虹－…－－－…－－一止担ユー   

［△11］  ［2］ △27   ［△8］  ［3］  ［△2］  

［3］ △10   ［△2］  4  ［1］ △11  ［△2］ △1  ［△0］   

［108］   104  ［100］ 123  ［106］ 101   ［99］ 104  ［103］  

江：［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

さらに、「運用収入が将来見通しと異なること」の要因として、前節の積立金の範離  

分析でみたのと同様に、前年度末の積立金との名目運用利回りや運用収入以外の収支  

残が、将来見通しと異なったことが考えられるので、この寄与分について、   

016年度末の積立金が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

017年度の名し」運用利回りが将来見通しと異なっていたことの寄㌧分   

017年度の連用収入以外の収支残庄2が将束見通しと異なったことの寄与分  

に分けた射。   

注1 各制度の－将来見通しは、厚生年金を除き平成17年度以降に閲し作成されているので、平成16  

年度以前の蔀離の寄与圭では遡らなかった   

拝2 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項針でみた収支残のことである。   

柱3 計算方法の詳細は章末の補遺3参照のこと 

結果は次の図表3－5－3のとおりである。  

図表3－5－3、ド成17年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの乗離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通Lとノ）釆割け）発生雪藁   卑生年透 l  匡共済十池共済  l  国共済  l   抱共済  l  も′、芋共済   

＝年度収支比率の将来見通しとの零♯  

（実績一将来見通し）  △2511  △144   ⊥ゝ3La   △67 ＿」仝20旦」＿  △16  6  ⊥仝」軋＿＿＿A＿ユ⊥且＿＿＿＿＿」仝丑山＿   
総合費用   〔2了】   △ Og   ［△06］  18  ［15】  △  6   【△1り  06  ［06］   

1丁年度総合費用の不離分  ［27】  △0し‖‖⊥△061    し8    ［15］  △16  ［△1り     06    上061   
保険料収入   ［△06］  14  ［07］   △03   9  ［09］  01  ［0り   

［△06】  14  17年度保険料収入の車線分         ［071   △03   上  β＿＿＿＿＿＿‖四こ軋‖▼▼▼‖9＿1＿＿＿＿＿＿＿＿飽」1   
運用収入   ［△ 27 り    △150   ［△ 3g3〕   △ 83   ［△ 219］   △16  9   ［△432ユ    △184   ［△ 26 7］   

16年度末積立金の禾牡分  J△0q   △01   し△06l    OO   J△04］   △02   ［AO7】   △01  ［△091   
17年産  ［△ 265〕   △148    △387】   △83   ［△215    △16  7  〔△425】  △ 柑3  ［△2581   

宅目〕軍用≠ノ回り   ご（；し）  14り    しこ 北．7」  ∠一 日∴j     二▲ ごlb」   二1l   ハ．圭ぐ5  1わ∴5  ご5勘   

雇用収人力牒い収支柁   U．（）  UU  Ll）．UJ  t）t）  Lu0  U  U  u．uJ  u．u  Lt）U」   

17年度収支比率の将来見通しとの黍≠を1（氾  
とした構成比  

総合費用   
1了年度総合費用の布七分  

”－【－－一山軋【－－－【－－一－一愉－・憫一迅虹－・－岬－－⊥－－－－－－」」し軋－－－－－－－－」一－－－－【一皿－【－”【一－－－W－－－」し軋  
［△11］  ［2］  ［△8〕  ［3］  ［△ 2］  

‖‖上皐＿リ」＿＿＿＿＿＿＿＿＿♪＿＿＿＿＿＿＿＿＿▼［礼‖‖▼▼皐▼～し▼▼▼一一［4j〕‖＿＿‖】‖19‖＿＿‖＿＿＿良］＿＿＿＿＿＿＿4A＿＿＿＿＿＿＿［生き1  

［3］  △10  ［△2］  4  【り  △11  ［△2］  △1  ［△0］  

托し‖＝＿＿4＿1p‖‖‖＿上仝＿呈1＿＿＿＿＿＿＿＿＿q＿＿＿＿＿＿‖」け‖‖■＿A▼り▼▲－‖」与＿礼＿＿＿‖＿4＿1＿‖＿＿＿＿＿［Apl  17年庚保険料収入の雫離分  

104  ［100］  123  ［106］  101  ［99］  104  ［103］  

上封 ロ1  ＿＿▲▲▲一‖＿＿‖‖＿‖  
［異］ ユqt ヒ9月1  「‖＿一＿＿＿＿▲＿一▲▲‖  
しリ8」  1U4  リリj   

り」  U  － U」  

〔108】  

＿＿工乙】＿  

Uq可 ＿＿  
Llりh」  

］ U」  

16年康夫積立金の禿＃分  ▼し▼▼▼▼▼▼［礼  △0  ［2］  1  

17年産  

毛目標用利回り  
運用収7、1、人外（ハ〕マ宝石k  

一－－－－－…ーーー＝＝＝川剋＝＝－－－－  
し1り5J  

こ り  Lこ一 UJ  l  二l」  ⊥ り  

注   内の数値は、時価ベースのものである 

これらの要因のうち収支比率のマイナスの釆離に最も寄与しているのは、各制度と  

も平成17年度の名目運用利回りが将来見通しをと桓Jったことであり、他の要因の′寄Ji  

は、財政再計算が行われて間もないこともありいずれもわずかである。  

ー135 －   



第3睾◆平成16年財政再計算結果との比較  

（4）平成17年度の積立比率   

平成17年度の積立比率の実績と将来見通しとの承離を再度まとめておくと次の図  

表3－5－4のとおり、厚生年金で△0．1、国共済＋地共済で0．2（時価ベースでは0．3、  

以下同じ。）（国共済、地共済別では、国共済△0．2（△0．0）、地共済0．3（0．4））、私学  

共済で△0．1（0．3）となっている。   

財政再計算が行われて間もないため、いずれの場合も罪離は極めて小さなものにな  

っている。  

図表3－5－4 平成17年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの承離状況  

注1：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

注2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた財政再計算ベースのもの（第3節で「実  

績推計」としていたもの）である。  

注3：平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担に  

ついては、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3＋11／1000）相当額として見込まれているが、  

その後の制度改正により当該国庫・公経済負担が引き上げられていることから、平成17年度稽立比率の  

将来見通しは、実績との比較のため当該引上げ分の加工を行った数値であり、年金数理部会にて推計した。  

（5）積立比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成17年度の積立比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと帝離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○前年度末積立金が将来見通しと異なっていたこと  

○総合費用注2が将来見通しと異なったこと   

注1各要因が平成17年度末の積立金の将来見通しとの乗離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺4参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺4で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。   

注2 「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（6）積立比率の帝離分析結果   

一積立比率の帝離は、概して総合費用の帝離による－   

この計算結果によると（図表3－5－5）、厚生年金の乗離△0．1に対して総合費用の蔀  

離分の寄仁iは△0．2、国共済＋地共済の車離0．2に対しては0．1（時価ベースでは、範  

離0．3に対して0．1）（国共済の蔀離△0．2に対しては△0．1（時価ベーースでは、帝離△  

0．0に対して△0．1）、地共済の蔀離0．3に対しては0．2（時価ベースでは、乗離0．4に  

対して0．2））、私ノ羊共済の範離△0．1に対しては△0．1（時価ベースでは、乗離0．3に  

対して△0．り となっている。   

、ド成17年度の積、1工比率が16年財政再計算における将来見通しを1二回った釆離の主  

な要因は、厚／上中金、国英済＋地共済（簿価ベース）、国共済（簿価ベース、時価ベー  

ス）、地共済（簿価ベース）及び私学共済（簿価ベース）では総合費用の蔀離によって  

おり、国共済＋地共済（時価ベース）、地共済（時価ベース）及び私学共済（時価ベー  

ス）では前年度末積立金の範離によるものとなっている。  

図表3－5－5i平成17年度積立比率の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの釆離の発生要因  厚生年金t 【当共済＋地共済 l  匡l共済  l  地共済  l  私芋共済   

17年度積立比率の将来見通しとの  

帝離  

02  03  （再掲実績将来見通し）  △01      03  △02 「△00      0望1 △01 」逗3］   
前年度末積立金   0．1］  0．1  二0．2］ △0．0  二0．1］   0．1   ［0．2］   0．0  ［0．3］   

総合費用   △0．2］  0．1  二0．1］ △0．1 二△0，1］  0．2  0．2］ △0，1 ［△0．1］   

t明，  ％  ％  （兄  ％  ％  ％  ％  ％   

17年度積立比率の将来見通しとの  

乗離を100とした構成比   
100   1001  100   100   100  「100   100  「100     「100］   

前年度末積立金   △215］  36  二69］  8  こ△401］  27  こ54］  △70  ［134］   

総合費用   315］  64  ［31］  92  501］  73  二46］   170 ［△34］   

注：［］内の数値は、時価ベースのものである。  

（7）収支比率と積立比率の帝離の度合い   

一収支比率の帝離がより大きいのは、運用収入の帝離のため一   

平成17年度の収支比率及び積立比率の実績の、平成16年財政再計算における将来  

見通しからの乗離の割合は、図表3→5－1及びl対表3－5【′4にホしたとおり、各制度とも  

収支比率の莱離のノブが積立比率の乗離よりはるかに人きくなっている。 収支比率及び  

積立比率の釆離に対する主三な要因の′寄与分を図表3－5－2及び図表3－5－5でみたが、図  

表3－5－6は、各々の財政指標の釆離に対するi三な要因の寄与分を総合費用の範離の寄  

与分を100とした指数で表したものである。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

いずれの制度も、収支比率の帝離に対する総合費用の帝離の寄与分を100とした場  

合の運用収入の寄与分が非常に大きくなっていることがわかる。一方、積立比率の帝  

離に対する総合費用の帝離の寄与分を100とした場合の前年度積立金の寄与分はいず  

れの制度も100を割っており、寄与が比較的小さかったことがわかる。   

このように、収支比率の帝離が積立比率の承離を大幅に上回ったのは、それぞれに  

おける総合費用以外の要因の寄与の差に因っており、特に収支比率における運用収入  

の寄与が非常に大きかったことによる。   

なお、国共済＋地共済及び地共済の収支比率では、総合費用の寄与が運用収入と同  

じくマイナスに働いているため、総合費用の寄与分を100とした場合の運用収入の寄  

与分もプラスとなっており、他の制度と符号が逆になっていることに注意が必要であ  

る。   

図表3－5－6 平成17年度収支比率及び積立比率の実績と平成16年財政再計算に  

おける将来見通しとの範離に対する総合費用の帝離の寄与分を100  
とした主な要因の寄与分の指数  

相乗見通しとの郭離の発生要因   J早生年金   匡l共済＋和英済   国共済   上位共済   私二戸共済   
収支比率の車離の割合（実績／将来見通  
し1）（％）［図表35－1の一部を再掲］  ［△22．0］  △14．5［△ 39．41  △ 6．8「△20．6］  △16．7［△43．71  △19．2［△ 28．4］   

収支比率の乗離に対する総合費用の乗離  
の寄与分を100としたときの指数（図表3  
52の基準替え）  

総合費用   ［100］   100  【100］   1α）  ［100］   100  ［100］  100  ［100］   
17年度総合費用の乗離分   ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］   

保険料収入   ［△24］  △167 ［△119］  △16 ［△14］  △115 ［△78］   20  ［18］   

17年度保険料収入の乗離分   ［△24］  △167 ［△119］  △16 ［△14］  △115 ［△78］   20  ［18］   

運用収入   ［△1004】   1745  ［6459］  △455［△1419］   1031 ［3908］  △2879［△4723］   

積立比率の乗離の割合（実績／将来見通  
し・1）（％）［図表3“54の一部を再掲］  ［△1．0］   l．6  ［3．2］  △2．1［△0．4］   2．7  ［4．3］  △0．5  ［2，5］   

積立比率の釆離に対する総合費用の帝離  
の寄与分を100としたときの指数（図表3  
55の基準替え）  

前年度末積立金   ［△68】   56  ［219］   8 ［△80］   37  ［120］  △41［△392］   
16年席末積立金の乗離分   ［△68」   56  ［219］   8 ［△80］   37  ［120］  △4ユ ［△392］   

総合費用   ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］  100  ［100］   
17年度総合費用の帝離分   ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［100］   100  ［1001   

江：［］内の数値は、時価ベースのものである。  
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補遺1  

、n成17年度の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの比較のための加工について   

平成16年財政再計算における平成17年度以降の将来見通しには、平成16年の制度改正の内容は織り込   

去れているが、その後♂）制度改正は織り込まれていない。したがって、、仁成17年度の実績と、ド成16年財   

政再計算における将来見通しとの比較において、単純に差をとって違いをみても、その違いには、経済要   

素や人【］要素のほかに制度改If：要素に起伏けるものも含むので、分析が複雑になる「そこで、単純化のた   

め、財政に影響を与える制度改正を既存の、n戒16隼財政巾計貸における将来見通しに一文映させ、加工した  

推計値と、自戒17咋度の‘実績とを比較することにより、その違いの要因を経済要素や人IJ要素などに限定し、  

制度改1［要素に起因するものを除外することとする 

財政に影響を／メ・える制度改正として、平成16年財政再計算における、持戒17～20年度の基礎年金拠料金   

に係る同塵・公経済負抑こついては、平成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1′／3＋11／1000）相当額   

として見込まれているが、その後の制度改1仁により当該［司庫・公経済負担が引きとげられている。   

、杵成17年の改］Eは以Fのとおり、制度ごとに平成17年度分として具体的な引上分（定額分）が法律で   

明記されているので、その額を、n或16隼財政再計算の平成17年度見通しに加算することとする。これに   

よって、、軸受17隼度実績とヤ成16年財政再計算における17年度の将来見通Lの［玉l庫・公経済負担の定額   

分の違いを消すことができる（＝ノ加算額を（A）とする。  

基礎年金拠出金に係る「卑＝車・公経済負担の引上げ（平成17年度分）  

厚生年金   3  

国共済   1／／   

地共済   3  

私学共済   3  

国民年金   1／／   

平成17年の改正   平成16年財政再計算  

匹  1／3 ＋ 11／1000   

3 ＋11／1000 ＋ 3，028，664，000日   1／3 ＋ 11／′1000  

皿  1／′3 ＋ 11／1000  

皿  且／／3 ＋ 11／1000   

3 ＋11／1000 ＋ 24，750，966，000日   1／′3 ＋ 11／1000   

、†そ成16年財政再計算による平成17年度見通しと比べると、実質的な支Hl額は、保険料収入と同庫∵公   

経済負担で賄う費用であり、給付費、基礎年金拠出金、その他拠出金の合計から追加費用、基礎年金交付   

金、その他交付金等収入を控除したもので表される。  

実質的な支出額＝給付費＋基礎年金拠出金＋その他拠出金  

一迫加費用一基礎年金交付金－その他交付金等収入  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較   

上式には、保険料収入や国庫・公経済負担の項は含まれず、国庫・公経済負担の増加は実質的な支出額   

には影響を与えない。  

・方、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の増加であることから、「実質的な支出一国庫・公経済負   

担」や基礎年金に関する支出（＝基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分除く））を加算額（A）だけ減少さ   

せ、基礎年金拠出金の項が含まれない独自給付に関する支出（＝実質的な支出一国庫・公経済負担一基礎   

年金拠出金（国庫・公経済負担分除く））には影響を与えない。また、国庫・公経済負担の増加により収入   

が増加するため、運用収入や積立金を増加させる。  

運用収入は、前年度末積立金と当年度の運用収入以外の収支残、運用利回りから計算できる。運用利回   

り（B）を次のように定義する。  

B＝運用収入／（前年度末積立金十運用収入以外の収支残／2）  

平成16年財政再計算において、運用利回りには手を加えず、運用収入以外の収支残を、基礎年金拠出金   

に係る国庫・公経済負担の引上げによって加工した結果とすることにより、運用収入にも、この制度改正   

が反映されることとなる。具体的な変換は、前年度末積立金をR、運用収入以外の収支残をS、前述のと   

おり国庫・公経済負担の加算額をAとすると、以下のとおりである。   

【運用収入】：平成16年財政再計算における平成17年度運用収入（Ⅰ）を次のように加工する。  

I 一→ RXB＋（S＋A）×B／2  

＝Ⅰ＋AXB／2   
全制度共通  

平成16年財政再計算における平成17年度末積立金の加工値は、上記を総合させることによって得られ   

る。具体的には、上記の表記を用いて、平成17年度末積立金は、  

R17＝Rl。×（1＋B）＋SX（1＋B／2）   

なので、Sに係る加工を行うと次のような変換となる。   

【積立金】：平成16年財政再計算における平成17年度末積立金を次のように変換する。記号はこれまでの  

記述と同じ。  

（注）平成16年財政再計算における平成18～21年度の年金財政指標の見通しに係る加工   

平成18、19年度の加算額は、引上げ後の基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担割合と、平成16年財  

政再計算における割合の差を、財政見通しにおける基礎年金拠出金に乗じた額としている。なお、平成20  

年度の引上げ後の国庫・公経済負担の割合は平成19年度と同じとしている。（図表2一卜7参照）   

平成18～21年度の運用収入及び年度末積立金は、当該年度の加算額に係る加工と、前年度以前の加工に  

より前年度以前の年度末積立金が増加したことから生ずる運用収入の増加分を加える加工を行っている。  
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